
議案第９９号資料  危機管理室  

 

１ 事 業 名 

所沢市消防団条例及び所沢市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に

関する条例の一部改正 

 

２ 事業の概要 

 長年培った専門的知見を地域防災力に還元したいという意欲を持つ消防

団員 OB 等を活用することで、地域防災力の強化及び充実を図るため、機能

別消防団員制度を導入することについて、所要の改正を行うものである。 

 

３ 他自治体の類似する政策等 

県内では、狭山市、富士見市、ふじみ野市、三芳町などにおいて消防団員

OB 等を機能別団員として任用している。 

 

４ 市民参加の実施の有無とその内容 

なし 

 

５ 関係法令、基本計画との整合性 

  消防組織法、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律 

 

６ 事業費及びその財源等 

なし 

 

７ その他 

添付資料 

 ・新旧対照表 

 ・機能別団員の概要 
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新 旧 
 

議案第９９号 所沢市消防団条例及び所沢市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正す

る条例 

 

◎所沢市消防団条例の一部改正（第１条関係） 

（定員） （定員） 

第５条 消防団員の定員は、３２６人とする。 第５条 消防団員（以下「団員」という。）の定員は、３２６人とす

る。 

（種類）  

第５条の２ 消防団員の種類は、基本団員及び機能別団員とする。  

２ 基本団員は、機能別団員を除く全ての消防団員とする。  

３ 機能別団員は、市長が別に定める特定の職務に従事する消防団員と

する。 

 

 （任命）  （任命） 

第６条 消防団長（以下「団長」という。）は、消防団の推薦に基づき

市長が、その他の消防団員は団長が別に規則で定めるところにより、

次の各号の資格を有する者のうちから市長の承認を得て任命する。 

第６条 消防団長（以下「団長」という。）は、消防団の推薦に基づき

市長が、その他の団員は団長が別に規則で定めるところにより、次の

各号の資格を有する者のうちから市長の承認を得て任命する。 

 ⑴～⑶ 略  ⑴～⑶ 略 

 （欠格条項）  （欠格条項） 

第８条 次の各号のいずれかに該当する者は、消防団員となることがで

きない。 
第８条 次の各号のいずれかに該当する者は、団員となることができな

い。 

 ⑴～⑶ 略 ⑴～⑶ 略 

 （休団） （休団） 

第８条の２ 長期間消防団活動に従事することができない消防団員は、

３年を超えない範囲内で、消防団活動の休止（以下「休団」とい

う。）をすることができる。 

第８条の２ 長期間消防団活動に従事することができない団員は、３年

を超えない範囲内で、消防団活動の休止（以下「休団」という。）を

することができる。 

２ 消防団員が休団をしようとするときは、あらかじめ団長にあつては

市長の、その他の者にあつては団長の承認を受けなければならない。 

２ 団員が休団をしようとするときは、あらかじめ団長にあつては市長

の、その他の者にあつては団長の承認を受けなければならない。 
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３ 休団中の消防団員が復帰しようとするときは、前項の規定を準用す

る。 

３ 休団中の団員が復帰しようとするときは、前項の規定を準用する。 

４ 休団中の消防団員が復帰したときの階級は、休団をした日に当該消

防団員が属していた階級とする。 

４ 休団中の団員が復帰したときの階級は、休団をした日に当該団員が

属していた階級とする。 

５ 略 ５ 略 

（分限） （分限） 

第９条 任命権者は、消防団員が次の各号のいずれかに該当する場合に

おいては、これを降任し、又は免職することができる。 

第９条 任命権者は、団員が次の各号のいずれかに該当する場合におい

ては、これを降任し、又は免職することができる。 

 ⑴～⑶ 略  ⑴～⑶ 略 

２ 消防団員は、次の各号のいずれかに該当するに至つたときは、その

身分を失う。 

２ 団員は、次の各号のいずれかに該当するに至つたときは、その身分

を失う。 

 ⑴・⑵ 略 ⑴・⑵ 略 

 （懲戒） （懲戒） 

第１０条 任命権者は、消防団員が次の各号のいずれかに該当するとき

は、懲戒処分として、戒告、停職又は免職することができる。 

第１０条 任命権者は、団員が次の各号のいずれかに該当するときは、

懲戒処分として、戒告、停職又は免職することができる。 

 ⑴・⑵ 略 ⑴・⑵ 略 

 ⑶ 消防団員としてふさわしくない非行があつたとき。 ⑶ 団員としてふさわしくない非行があつたとき。 

２ 略 ２ 略 

 （服務規律）  （服務規律） 

第１２条 消防団員は、団長の招集によつて出動し、職務に従事するも

のとする。ただし、基本団員は、招集を受けない場合であつても、災

害の発生を知つたときは、あらかじめ指定するところに従い、直ちに

出動し職務に従事しなければならない。 

第１２条 団員は、団長の招集によつて出動し、職務に従事するものと

する。ただし、招集を受けない場合であつても、災害の発生を知つた

ときは、あらかじめ指定するところに従い、直ちに出動し職務に従事

しなければならない。 

第１３条 消防団員が１０日以上居住地を離れる場合は、団長にあつて

は市長に、その他の者にあつては団長に届け出なければならない。た

だし、特別の事情がない限り、消防団員の半数以上が同時に居住地を

離れることはできない。 

第１３条 団員であつて１０日以上居住地を離れる場合は、団長にあつ

ては市長に、その他の者にあつては団長に届け出なければならない。

ただし、特別の事情がない限り団員の半数以上が同時に居住地を離れ

ることはできない。 

第１４条 消防団員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならな

い。 

第１４条 団員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

第１５条 消防団員は、消防団の正常な運営を阻害し、若しくは著しく

その活動能率を低下させる等の集団的行動を行つてはならない。 

第１５条 団員は、消防団の正常な運営を阻害し、若しくは著しくその

活動能率を低下させる等の集団的行動を行つてはならない。 

（報酬） （報酬） 

第１６条 基本団員の報酬は年額報酬及び出動報酬とし、機能別団員の 第１６条 団員の報酬は、年額報酬及び出動報酬とする。 
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報酬は出動報酬とする。 

２ 年額報酬は、別表第１のとおりとする。ただし、休団中の基本団員

の年額報酬は、支給しない。 

２ 年額報酬は、別表第１のとおりとする。ただし、休団中の団員の年

額報酬は、支給しない。 

３ 出動報酬は、消防団員が別表第２に掲げる職務に従事する場合に、

同表のとおり支給する。 

３ 出動報酬は、団員が別表第２に掲げる職務に従事する場合に、同表

のとおり支給する。 

 （費用弁償）  （費用弁償） 

第１７条 消防団員が別表第２に掲げる職務に従事する場合の費用弁償

は、１回について３００円とする。 

第１７条 団員が別表第２に掲げる職務に従事する場合の費用弁償は、

１回について３００円とする。 

２ 前項の場合を除き消防団員が公務のため市外へ出張したときは、費

用弁償として旅費を支給する。 

２ 前項の場合を除き団員が公務のため市外へ出張したときは、費用弁

償として旅費を支給する。 

  

  

◎所沢市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改正（第２条関係） 

第４条の２ 非常勤消防団員が次の各号のいずれかに該当する場合に

は、その期間は、勤務年数に算入しない。 

第４条の２ 非常勤消防団員が、一定期間勤務しなかつたことが明白で

ある場合には、その期間は勤務年数に算入しない。 

⑴ 基本団員（所沢市消防団条例（昭和５１年条例第３８号）第５条

の２第２項の基本団員をいう。）として一定期間勤務しなかつたこ

とが明白である場合 

 

 

⑵ 機能別団員（所沢市消防団条例第５条の２第３項の機能別団員を

いう。）として勤務した場合 
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第９分団
分団長

第10分団
分団長

第１分団
分団長

第２分団
分団長

第３分団
分団長

第４分団
分団長

第５分団
分団長

第６分団
分団長

機能別団員の概要

所沢市消防団の機構（機能別団員導入後）

団長
（１名）

副団長
（４名）

団本部
分団長

本部団員
（女性）

機能別
団員

第７分団
分団長

第８分団
分団長

機能別団員：大規模災害への出動などの特定の活動・役割等を担う消防団員を、「機能別団員」
　　　　　　　　として新たに定め、消防団の活動を補完します。機能別団員は、消防団で１５年程度
　　　　　　　　活動した消防団ＯＢなどの活用を想定しています。

団員 団員 団員 団員団員 団員 団員 団員 団員 団員
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